
な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ常磐線の輸
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 送力の強化と利便性の向上を図る。
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。
千葉県・松戸市・柏市・取手市と連携しながら、ＪＲ東日本に対して、常磐線の「特別快速」の我孫子駅停 ＪＲ東日本への要望活動
車の実現、停車が困難な場合については、平成１８年３月のダイヤ改正により減便された快速電車の本数復 　・５月　ＪＲ東京支社長との意見交換会（常磐線直通上野東京ラインの本数拡大要望と情報交換）
元、常磐線直通上野東京ラインの本数拡大など、常磐線の利便性向上に関する要望を行う。 当該年度 　・７月　成田線活性化推進協議会での要望（常磐線直通上野東京ラインの本数拡大と特別快速の我孫子駅
さらに、上野東京ラインの開業に伴い、臨時運行されている特急「踊り子号」の定期運行化の実現に向け、 執行計画 停車の要望）

(3)事業内容 内　　容 要望を行う。 　・８月  千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟（常磐線対策部会・成田線我孫子方対策部会）での要望
常磐線我孫子駅が開駅１２０周年となることから、記念イベントの開催や啓発グッズを作成し、常磐線並び 　・上記以外　松戸市・柏市・取手市とともに常磐線の利便化について、随時要望活動を展開
に沿線のイメージアップと活性化を図る。 ＪＲ東日本への働きかけ回数 想定値 5当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 通勤・通学者の利便性向上を図る。 直接 要望内容の達成率 ％ 0 100

   ３年後 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望内容の達成率 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望内容の達成率 ％ 0 100

常磐線の利便性向上のため、実施主体であるＪＲ東日本に対し、粘り強く要望していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0
＊ 常磐線開駅１２０周年記念グッズ
＊ 記念クリアファイル 162
＊ 記念ポスター・横断幕 184
＊ 記念オリジナルテープ 149

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 495 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 495 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.2 0
正職員人件費 3,185 3,115 1,780 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 3,185 3,610 1,780 0
(11)単位費用

637千円／回 722千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　つくばエクスプレスの開業により、特別快速が新設運行されたが、我孫子駅・天王台駅には停車していない。また、快 ○①事前確認での想定どおり
速電車の運行本数が削減されている状況にある。また、「上野東京ライン」の開業により、東京駅・品川駅に乗り入れが ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 実現した常磐線の本数がさらに拡大されるよう、ＪＲ東日本に対し強く要望する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 公共交通機関の利用を促進することにより、自動車と比較し ○①想定どおり
□②生き物と共存している た利用者一人あたりの二酸化炭素の排出量やエネルギーの使 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 用量を減少させ、地球温暖化対策に役立てる。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,610 △425
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△13.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.77

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 9 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 常磐線の利便性向上 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 松戸市・柏市・我孫子市・取手市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,610 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増 市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要



その周辺の豊かな水と緑などの資源を活用したまちづくりを推進し、地域の魅力向上を図
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的 る。
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
国土交通省利根川下流河川事務所、千葉県東葛飾地域振興事務所・印旛地域振興事務所・柏土木事務所・印 ４月～３月：手賀スタイル構想準備委員会・小会議の開催
旛土木事務所、柏市・印西市・我孫子市で構成する「手賀沼・手賀川活用推進協議会」において、手賀沼・ ５月・１１月：手賀沼・手賀川活用推進協議会・幹事会の開催
手賀川やその周辺の豊かな水と緑などの資源を活用した施策の検討を行う。 当該年度
事業実施にあたっては、実行していくための組織「手賀スタイル構想委員会」を設立し、社会実験に向けた 執行計画

(3)事業内容 内　　容 計画作成など準備を進める。また、協議会では事業の進行管理を行っていく。

会議の開催回数（協議会２回、幹事会２回、準備委員会・小会議等９ 想定値 13当該年度
回） 単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 手賀沼・手賀川を活用した観光振興や交流人口の拡大を目的とした事業展開を行うため、社会実験に向けた準備を進める。 直接 社会実験に向けた計画作成の進捗率 ％ 0 100

   ３年後 民間資本を活用した観光振興や商業振興等の事業が展開されている。 間接 市民満足度調査（満足と回答した人の割合） ％ 0 70

   最終(概ね５年後) 民間資本を活用した観光振興や商業振興等の事業が展開されている。 間接 市民満足度調査（満足と回答した人の割合） ％ 0 100

実行組織の設立に民間事業者を主体としていくためには、市民をはじめ、ＮＰＯ法人や民間事業者等と丁寧な意見交換を行いな
(7)事業実施上の課題と対応 がら調整し、進めていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

事業の進行管理 0 事業の進行管理 0 事業の進行管理 0 事業の進行管理 0
新規事業の検討 0 新規事業の検討 0 新規事業の検討 0 新規事業の検討 0
既存事業の見直し等 0 既存事業の見直し等 0 既存事業の見直し等 0 既存事業の見直し等 0
手賀沼・手賀沼活用推進協議会負担金 100 ＊ 手賀沼・手賀川活用推進協議会負担金 500 ＊ 手賀沼・手賀川活用推進協議会負担金 4,000 ＊ 手賀沼・手賀沼活用推進協議会負担金 0
・実証実験結果に基づく事業の本格実 ＊ 社会実験の実施に向けた検討 0 ＊ 社会実験の実施に向けた検討
施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 100 合　　計 500 合　　計 4,000 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 500 4,000 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.85 0.55 0
正職員人件費 6,370 7,565 4,895 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 6,470 8,065 8,895 0
(11)単位費用

1,078.33千円／回 620.38千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手賀沼・手賀川やその周辺の豊かな水と緑の空間とこの地域に所在する様々な資源を活用し、地域の魅力向上や交流人口 ○①事前確認での想定どおり
の拡大、地域産業の活性化を図る広域的なまちづくりをさらに推進していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 様々な事業展開が考えられ、民間事業者・市民団体・ボラン ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ティア等の参画が不可欠であるため、手賀スタイル構想委員 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 会には、民間事業者や市民団体等の参画を予定している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 手賀沼・手賀川やその周辺の自然環境に充分配慮しながら、 ○①想定どおり
■②生き物と共存している 様々な事業の検討を行い、進めていく。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,065 △1,595
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△24.65

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.24

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1840 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 手賀沼・手賀川活用推進協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 柏市・印西市・我孫子市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,065 千円 (うち人件費 7,565 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 手賀沼・手賀川や



人口減少等による利用需要が変化していくことが予想されることから、公
施策目的・

(2)目的 最適な配置を実現するため、「公共施設等総合管理計画」を策定し、更新・統廃合・長寿命化などを計画的 事業目的 共施設等の全体の状況を把握し、長期的・戦略的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に
展開方向

に行います。 行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに公共施設等の最適な配置等を進める。
〇データの一元化（固定資産台帳の整備を含む）と見える化 4月～6月　公共施設等総合管理計画（案）のパブコメ実施と意見集約、計画の策定
・施設データを一元化し、公共施設の施設カルテを作成する。 6月～3月　個別施設計画作成のための調整・支援、職員研修会の開催
〇公共施設等総合管理計画の策定 当該年度 4月～3月　固定資産台帳の整備
・公共施設等全体の総合的かつ計画的な管理の方針を策定する。 執行計画 4月～3月　施設カルテ（主要施設）の作成　　

(3)事業内容 内　　容 〇総合管理計画に基づくファシリティマネジメントの推進
・各所管部局における公共施設等の個別施設計画策定を支援する。
・庁内職員のコスト意識醸成のため職員研修会を開催する。 公共施設等総合管理計画の策定 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 公共施設等総合管理計画の策定を完了する。 間接 公共施設等総合管理計画の策定率 ％ 0 100

   ３年後 公共施設等総合管理計画に基づく庁内各所管部局の取り組みを支援する。 直接 個別施設計画の策定数 件 4 7

   最終(概ね５年後) 公共施設等総合管理計画に基づく庁内各所管部局の取り組みを支援する。 直接 個別施設計画の策定数 件 4 11

計画策定にあたっては公共サービスの水準やまちづくりの方針に関わるため議会や市民との情報共有が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 財政状況や施設等の状態の変化に応じて適宜見直しを行い充実させていくことが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 公共施設保全台帳の整備 0 施設データの精緻化 0 施設データの更新 0 施設データの更新 0
＊ 固定資産台帳の整備 0 ＊ 公共施設等総合管理計画の策定 0 ＊ 個別施設計画策定の支援 0 ＊ 個別施設計画策定の支援 0
＊ 施設カルテの作成 0 ＊ 施設カルテの作成 0 ＊ 公共施設等総合管理計画の推進 0 ＊ 公共施設等総合管理計画の推進 0
＊ 公共施設等総合管理計画の策定 0 ＊ 消耗品費（トナー・用紙代） 60 ＊ 固定資産台帳の整備 0

＊ 庁内職員研修会講師報償費 30
＊ 公共施設等総合管理計画研修会講師 100 ＊ 固定資産台帳の整備 0

報償費 ＊ 個別施設計画策定の支援 0
実施内容 ＊ 公共施設等総合管理計画先進地視察 3

旅行雑費
(8)施行事項

費　　用 ＊ 先進地視察に伴う有料道路使用料 7

予算(済)額 合　　計 110 合　　計 90 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 110 90 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.8 1.8 1.8 1.8
正職員人件費 16,380 16,020 16,020 16,020

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 16,490 16,110 16,020 16,020
(11)単位費用

164.9千円／％ 161.1千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成26年4月22日に公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため、総務省から「公共施設等総合管理計画」策定 ○①事前確認での想定どおり
の要請を受けた。財政状況が厳しくなる中、公共施設等の老朽化対策は喫緊の課題となっており、長期的・計画的な視点 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ で公共施設等の最適化を進めていく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 計画に基づき、施設の更新・統合・長寿命化や維持管理費用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している の縮減のための取り組みを行うことで結果的に環境負荷低減 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している に貢献できる。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,110 380
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

該当なし

2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.62

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2099 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 公共施設等総合管理計画の策定と推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,110 千円 (うち人件費 16,020 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

公共施設やインフラ施設について、総合的かつ長期的な視点から、財政負担を軽減・平準化するとともに、 公共施設等については、老朽化や



一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成や、地域
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 社会を担う個性豊かで多様な人材の確保、地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を図るため。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
平成２７年度に策定した、本市の人口の現状と将来の展望を提示する「我孫子市人口ビジョン」と今後５か ２８年５～６月　主な取り組み（事務事業）の事後評価（庁内）
年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」につ 　　　７～８月　施策にかかる重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価・検証（有識者会議）
いて、施策ごとの重要業績評価指標（ＫＰＩ）の検証を行い、適宜総合戦略の見直しを行っていく。 当該年度 　　　８～９月　検証結果に基づいた総合戦略の見直し（庁内）　　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

我孫子市まち・ひと・しごと創生有識者会議開催回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 「我孫子市人口ビジョン」と「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定する。 直接 「我孫子市人口ビジョン」と「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 ％ 0 100
戦略」策定の進捗率

   ３年後 「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けた事業を実施するとともに、成果や課題を踏まえた見直しを行う。 直接 「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」見直しの進捗率 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けた事業を実施するとともに、成果や課題を踏まえた見直しを行う。 直接 「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」見直しの進捗率 ％ 0 100

年度ごとの評価・検証結果をどこまで総合戦略の見直し（修正）に反映できるかについての国の見解がまだ示されていない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 人口ビジョン・総合戦略策定（繰越） 9,632 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0
　我孫子市人口ビジョンの策定 戦略に位置付けた事業の実施 戦略に位置付けた事業の実施 戦略に位置付けた事業の実施
　・人口動向の分析 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0
　・将来人口の推計と分析 戦略の見直し 戦略の見直し 戦略の見直し
　・将来展望に必要な調査・分析
　・人口の将来展望 ＊ 我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 ＊ 我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 ＊ 我孫子市まち・ひと・しごと創生有識
　我孫子市まち・ひと・しごと創生総 者会議委員報償費 者会議委員報償費 者会議委員報償費

実施内容 合戦略の策定 　3,500円×10人×1回 35 　3,500円×10人×1回 35 　3,500円×10人×1回 35
＊ 我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 88

(8)施行事項
費　　用 者会議委員報償費（繰越）

　3,500円×5人×5回
＊ 我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 88

者会議委員報償費（予備費）
　3,500円×5人×5回

予算(済)額 合　　計 9,808 合　　計 35 合　　計 35 合　　計 35
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,808 35 35 35

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.6 0.1 0.1
正職員人件費 5,460 5,340 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 15,268 5,375 925 925
(11)単位費用

3,053.6千円／回 5,375千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２６年１１月に地方創生の理念等を定めた「まち・ひと・しごと創生法案」が成立し、国は、５０年後に１億人程度 ○①事前確認での想定どおり
の人口維持を目指す「長期ビジョン」と、人口減少を克服し将来にわたって活力ある日本社会を実現するための５か年の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 計画を示す「総合戦略」をとりまとめることとなった。これを受けて、雇用の創出や交流人口の増加、若い世代の結婚・ ○要
   背景は？(事業の必要性) 出産・子育て支援の充実などを図るため、平成２７年度に策定した我孫子市版の人口ビジョンと総合戦略について、必要 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

に応じて国の支援を受けながら、戦略に位置付けられた施策を展開し、適宜見直していく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 地方創生法第１０条により、市町村の作成が義務付けられて □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない いる。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 外部委員で構成する我孫子市まち・ひと・しごと創生有識者 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 会議の意見を勘案して、本戦略は策定されている。また、今 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 後の施策の評価・検証についても同会議の意見を聴きながら ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 行っていく。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
本戦略に位置付けられている各施策・事業において一部該当あり。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,375 9,893
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

本年度は評価・検証のための会議に伴う委員報償費のみのため。

64.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.86

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2136 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ 平成３１年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,375 千円 (うち人件費 5,340 千円）⑦事業費
総事業費 9,720 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施



を策定し、外国人も暮らしやすいまちを目指す。
施策目的・

(2)目的 交流機会の充実、市民の国際性の向上や庁内推進体制の整備などに取り組みます。 事業目的
展開方向

新たな国際化推進基本方針を検討するための会議を設置し、29年3月までに方針を策定する。 ４月～５月　　　　　新たな国際化推進基本方針を検討するための会議の設置
６月～１１月　　　　会議を開催し、基本方針を検討

当該年度 １２月～２８年１月　パブリックコメント
執行計画 ２８年３月　　　　　基本方針の策定

(3)事業内容 内　　容

方針策定の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 29年4月から新たな国際化推進基本方針がスタートしている。 直接 方針策定の進捗率 ％ 0 100

   ３年後 － 0 0

   最終(概ね５年後) － 0 0

現行の第２次国際化推進基本方針の実施状況を踏まえ、実情に即した方針にしていく必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 新たな国際化推進基本方針策定会議 252
委員報償費
　3,500円×12人×6回

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 252 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 252 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.14 0 0
正職員人件費 0 1,246 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 0 1,498 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 14.98千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現行の第２次国際化推進基本方針の計画期間が28年度までとなっているため、29年度からスタートする新たな国際化推進 ○①事前確認での想定どおり
基本方針を策定する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 会議の構成メンバーとして市民に入ってもらう。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,498 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 6.68

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2165 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 新たな国際化推進基本方針の策定 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.14 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,498 千円 (うち人件費 1,246 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域の国際化を進めるため、平成２９年度を初年度とする新たな国際化推進基本方針を策定し、外国人との 29年度を開始年度とする新たな国際化推進基本方針



020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けて、事前キャンプ誘致を初めとした外国人の
施策目的・

(2)目的 が実施する講座、展覧会などにより、外国の文化や習慣など、国際理解を深めるための情報を提供します。 事業目的 受入れ環境の整備を行い、大会期間中に来市する国内外からの大会関係者や選手、観客をサポートできるよ
展開方向

う、都市ボランティア意識の向上を図りながら、市民の障害者に対する理解や国際理解を図る。
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催にあわせ、我孫子市を含む被災地を聖火リレーのル ・庁内検討委員会の開催（４回）
ートとするよう一般財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会へ要望を行い、実現に ・事前キャンプ誘致への取り組み（通年）
向けた体制作りを行っていく。また、2018年女子ソフトボール世界大会などを含む事前キャンプ誘致に向け 当該年度
た情報収集や体制を整えるための調整を図るとともに、市民に対して嘉納冶五郎などオリンピックと関わり 執行計画

(3)事業内容 内　　容 のある我孫子市内の資源の活用や障害のある人への理解や国際理解を深める。

庁内検討委員会開催回数 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 オリンピックに伴う外国人等受入体制の整備 直接 庁内検討委員会による事前準備進捗率 回 0 30

   ３年後 オリンピックに伴う外国人等受入体制の整備 間接 庁内検討委員会による事前準備進捗率 % 0 50

   最終(概ね５年後) オリンピックを通じた市民の障害のある方や外国人に対する理解向上 間接 事前キャンプおよび外国人交流の実施率 % 0 90

事前キャンプ誘致が実現するかどうかの見通しが不透明なため、誘致できない場合の交流事業の検討を近隣市等との連携を視野
(7)事業実施上の課題と対応 に入れる必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 庁内検討委員会 ＊ 庁内検討委員会 ＊ 庁内検討委員会

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.02 0 0
正職員人件費 0 178 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 0 178 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 44.5千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

2020年東京オリンピック・パラリンピックと2018年に女子ソフトボール世界大会の開催が千葉県内で開催されることが決 ○①事前確認での想定どおり
定し、事前キャンプ誘致に向けて受け入れられる体制を整える必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事前キャンプ誘致が実現し、実施の際にはボランティアによ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り る協力が欠かせないため、市民や学生等によるボランティア ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り を活用する。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている キャンプ誘致に際しては、自然環境のよさを売りにしていく ○①想定どおり
□②生き物と共存している 。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 30 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 178 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1,685.39

回 1000万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2169 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 2020東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた調整 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成３１年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 178 千円 (うち人件費 178 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43101 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民や子どもたちの国際性を育むため、国際性豊かなイベントや地域での体験イベント、国際交流団体など 2


